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研究成果の概要（和文）： 本研究は、株主代表訴訟に関して株主が行う情報収集について、わが国と米国の株
主閲覧権をめぐる制度や裁判例を比較検討し、特に取締役会議事録や会社の内部資料に関する株主の情報収集に
ついて具体例が少ないわが国の制度への示唆を得ることを目的とする。本研究では、米国法の閲覧権行使の重要
な要件である「正当目的」の内容と、正当目的の立証の範囲の問題を検討し、さらに「株主の情報収集の必要性
と会社の秘密保持の要請とのバランスをどうとるのか」という問題意識から、米国デラウェア州の弁護士依頼者
間通信秘匿特権の裁判例を参考に、どのような文書であれば開示や閲覧が認められるのかを検討し、わが国が参
考にできる点を示した。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this study was to determine whether Japanese shareholder 
inspection right system should reform in the future. Here I compare the system and cases in Japan 
and the US. In analyzing Delaware cases, I recognized that shareholder must demonstrate by a 
preponderance of the evidence that there exists a credible basis to find probable corporate 
wrongdoing. A mere statement of a purpose to investigate possible mismanagement or wrongdoing will 
not entitle a shareholder to inspection relief. Because standard of review about credible basis is 
not established enough in Japan, showing such American standard in detail is significant. I also 
analyze Delaware cases about attorney-client privilege when the Corporation is a client.  It is 
significant to analyze the balance between shareholder need to get information and corporation's 
need to keep confidentiality document and the requirements to inspect confidentiality documents.

研究分野：民事法学（会社法・企業組織法）

キーワード： 株主閲覧権　アメリカ会社法　株主代表訴訟制度　弁護士　開示免除特権
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)会社法に設けられている不提訴理由通知
書制度は、提訴請求をした株主または株主代
表訴訟の被告取締役から請求を受けたとき
には、その請求者に対して、会社が提訴を行
わない理由を書面等で通知しなくてはなら
ないというものである。この制度は、会社法
の成立と共に設けられ、株主による提訴請求
に対する検討の結果だけでなく、その結果に
いたる理由も示さなくてはならないことか
ら、監査役が株主に対して丁寧な返答を行う
ことを促進するものとして期待されている。
さらに、この不提訴理由通知書を受けて会社
の内部調査結果を検討した株主が株主代表
訴訟を提起した場合には、不提訴理由通知書
は裁判所に提出され、それにより、提訴請求
をされた会社が株主の請求にどのように対
処したのかが裁判所の心証形成に影響する
可能性がある。このため、会社は充実した会
社内部の調査を行うインセンティブを持つ
ことになる。このような調査の結果作成され
た不提訴理由通知書が提出されれば、不提訴
の判断にいたる思考過程や、判断の際の参考
資料といった情報が訴訟に反映され、訴訟の
充実が図られる。このような訴訟の充実は、
株主代表訴訟制度の母国である米国ではど
のように実現されているのだろうか。 
(2)米国の株主代表訴訟制度では、不提訴理由
通知書に記載され、または訴訟委員会によっ
て申し立てられた会社の判断が裁判所によ
って尊重され、株主代表訴訟が却下されると
いう仕組み（以下、株主代表訴訟終了制度）
が機能している。このような制度の存在によ
って、米国では、会社が充実した調査を行い、
十分な内部資料を蓄積しているといえる。し
かし十分な資料が訴訟に反映され、訴訟が充
実しているのは、株主代表訴訟終了制度の存
在だけが理由ではない。米国においては、株
主代表訴訟終了制度と一体となる「株主の閲
覧権の行使による情報収集」の制度が確立し
ているからである。株主の閲覧権の行使につ
いては、特に会計帳簿や株主名簿の閲覧の問
題について、わが国においてもいくつかの先
行研究において検討がされている。しかし、
株主代表訴訟制度との関連で、株主代表訴訟
で問題となる取締役会議事録や内部調査資
料、弁護士が関係する資料の閲覧については
十分な研究が確立しているとは言い難い。そ
こで本研究では、株主代表訴訟に関連する株
主の情報収集制度に焦点を当て、わが国の現
状と米国の制度・判例法などを比較分析しな
がら、検討を試みることとした。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、取締役の会社に対する責任を追
及する株主代表訴訟において、①株主がどの
ような手段で情報収集することが可能なの
か②どの情報をどこまで訴訟に反映させる
べきなのかについて、会社の秘密保持の要請
と訴訟の充実とのバランスをとる点はどこ

にあるのかという観点から、米国の閲覧権の
制度を検討するものである。 
株主による情報収集が適切に行われ、裁判
所に十分な資料が提出されることで、訴訟の
充実が図られ、株主代表訴訟の果たす社会的
意義も大きくなると考えられる。その意味で
本研究は、株主代表訴訟制度のあり方に関す
る検討という研究の一環と位置づけられる。 

 
３．研究の方法 
本研究では、株主代表訴訟に関連して株主
が情報収集を行う場合に、会社内に保管され
ている文書（取締役会や委員会の議事録、会
社の内部調査の結果得られた調査資料・記録、
役員や従業員等に対する専門家の意見書、弁
護士と会社関係の依頼者との交信記録など）
に対する閲覧が認められる要件や範囲につ
いて米国の閲覧権をめぐる制度や裁判例を
参考に、検討する。米国においては、会社に
関する問題点は各州の会社法が規制の役割
を担っている。そして、よく知られているよ
うに、米国の州の中で多くの株式会社が設立
されているのはデラウェア州である。そこで、
検討に際しては、まず米国における株主の閲
覧権の内容やそれをめぐる問題点を概観し
た上で、次にデラウェア州一般会社法の検討
を行い、デラウェア州衡平法裁判所やデラウ
ェア州最高裁判所が株主の閲覧権の行使を
めぐってどのような基準を適用し、どのよう
な判断を下してきたのかを検討する。その後、
デラウェア州の考え方や判断基準を採用し
た他の州や採用せず独自の立場をとった州
の事例を紹介する。連邦の裁判例については、
これらの検討に必要な範囲で紹介・検討する。 
研究は主に日本の文献（条文、裁判例、学
術論文等）と米国の文献（条文、規則、裁判
例、学術論文等）の検討によって行うが、米
国の州会社法、証券諸法に関する裁判例の最
新の動向に触れるため、年に数回、伝統的に
米国の州会社法、証券諸法の判例研究を行っ
てきた神戸大学商事法研究会に出席する。こ
のほか、実務の視点を養うために、同志社大
学監査制度研究会と日本監査役協会関西支
部監査実務研究会との共同研究会に出席す
る。 
平成 26 年度は、日本における問題点を正
確に把握するために、わが国の裁判例を詳細
に調べることとした。第１に、会計帳簿閲覧
権や株主名簿閲覧権の行使に関して裁判所
が下した裁判例のうち、株主代表訴訟の提訴
請求または訴訟提起を理由としたものがあ
るかどうか、閲覧請求が認められた事例と認
められなかった事例を分類し、閲覧請求が認
められる要件を検討する。第２に、株主代表
訴訟の提起に関連しそうな取締役会議事録
や監査役会議事録の閲覧権の行使に関する
裁判例にはどのようなものがあるかを検討
する。米国の制度については、デラウェア州
会社法220条の成立と歴史的発展について整
理し、次年度の米国の裁判例の検討の下準備



をする。これらの検討について、関連する知
識や考え方を吸収するため、同志社大学監査
制度研究会と日本監査役協会関西支部監査
実務研究会との共同研究会、神戸大学商事法
研究会に出席する。 
平成 27年度は、平成 26年度に行った日本
の裁判例の検討と、米国の閲覧権についての
下準備、研究会への出席を通じて見出した問
題点について整理し、米国法との比較のポイ
ントを決定する。特に米国のデラウェア州一
般会社法220条が問題となった株主の閲覧権
の裁判例を検討する。裁判例の検討結果をふ
まえ、米国法の閲覧権について重要な要件で
ある「正当目的」の内容と、正当目的の立証
の範囲の問題について考察する。平成 27 年
度は特に米国法の検討を行うため、引き続き
神戸大学商事法研究会に出席する。 
平成 28年度は、平成 27年度に行った米国
の株主の閲覧権の検討結果をふまえて、特に
株主による文書の閲覧の必要性と会社の文
書の秘密保持の要請の両者をどのように考
えるべきか、いずれかを重視すべきか、両者
のバランスをとる方法があるのかといった
観点からの検討を行う。そのため、開示免除
特権によって保護されている文書の閲覧は
そもそも認められるのかどうか、認められる
として、どのような要件の下に認められるの
かといった問題意識を前提に、米国の裁判例
を検討する。特に開示免除特権の中でも代表
的なものである弁護士依頼者間通信秘匿特
権で保護された文書の閲覧が認められるの
かどうかに焦点を当てて検討する。 
平成 29 年度は、平成 26 年度、27 年度、

28年度に行った問題点の整理、日米の制度お
よび裁判例の検討結果をふまえ、株主代表訴
訟に関連して株主が行使することができる
情報収集権の内容および範囲について研究
をまとめ、わが国の情報収集権のあり方につ
いて考察する。 
 
４．研究成果 
 平成 26 年度は、計画通り、会計帳簿閲覧
権や株主名簿閲覧権の行使に関する日本の
裁判例を検討した。その結果は次の通りであ
る。旧商法下の裁判例および会社法下の裁判
例を通して、取締役会議事録の閲覧・謄写が
争われた例は多くはなく、その中でも、閲覧
謄写請求が認められる要件に関して具体的
な内容や判断基準を示したものはわずか数
件であった。近年の事例のひとつであり、そ
の後の複数の決定によってその判示が踏襲
されている東京地裁平成 18年 2月 10日決定
は、株主の閲覧の「権利行使の必要性」の要
件について、権利行使の蓋然性がないといえ
る場合や、権利行使に関係のない取締役会議
事録の閲覧謄写は許可の対象とならないと
判示した。この決定によれば、質問権の行使
や株主代表訴訟を提起するためといった抽
象的な理由だけでは権利行使の蓋然性がな
いとされる。平成 18 年決定は、権利行使の

必要性があるというためには、「権利行使の
対象となり得、または権利行使の要否を検討
するに値する特定の事実関係が存在し、閲
覧・謄写の結果によっては、権利行使をする
と想定することができる場合であって、かつ、
当該権利行使に関係のない取締役会議事録
の閲覧・謄写を求めているということができ
ないときであれば足りる」と判示している。 
わが国における取締役会議事録の閲覧謄写
請求については、平成 18 年決定の判示が踏
襲され、権利行使の蓋然性や具体性を検討す
るという一応の流れが作られてはいる。しか
し、裁判例の数が圧倒的に少ないため、株主
代表訴訟の提起に関連すると思われる報告
書や意見書の閲覧請求の検討に参考にする
には、具体的な要素が十分とはいえない。そ
こで次に、米国のデラウェア州一般会社法
220 条の成立と歴史的発展について、次年度
に向けた知識の整理と基本的な問題の検討
を行った。 
 米国において閲覧権の行使は、正当目的を
有する株主に認められるものである。閲覧権
の認められる範囲は広く、株主名簿や会計帳
簿のほかに、「その他の帳簿・記録」として、
取締役会議事録、委員会議事録、これらの会
議内容に関連する文書、社内調査を行った委
員会の報告書、委員会が雇用した法律事務所
の報告書、専門家の意見書などが含まれてい
る。正当目的の代表的なものとして認められ
る可能性が高いのは、株主代表訴訟との関連
が大きいと思われる、「会社の誤った経営
（mismanagement）や浪費などについて調査
するため」というものである。 
 平成 27 年度は、上述のような検討をふま
えて、米国デラウェア州一般会社法 220 条が
問題となった株主の閲覧権の裁判例を検討
した。その結果、株主の閲覧権の正当目的が
立証されたかどうかは、株主が具体的に何ら
かの証拠を示したかどうかで判断されるの
であり、単に誤った経営や浪費についての調
査の必要性を一般的・抽象的に主張するので
は足りないことがわかった。正当目的の存在
が認められる可能性が高いのは、SEC 等の公
の機関の調査を閲覧の正当性の根拠とする
場合や、理由のない早急な取締役解任がされ
た場合、証券取引市場における上場廃止、独
立会計監査人や取締役が会社の問題を指摘
して辞任した場合、会社の内部調査が実施さ
れた場合、これまで株主に対し不実開示や不
正確な開示を行ってきた場合などである。  
 平成 28 年度は、平成 26 年度および 27 年
度の研究成果を前提に、株主の閲覧権と会社
の資料の秘密保持という観点から、わが国の
問題点を整理した上で、米国デラウェア州の
裁判例を参考にわが国の制度への示唆を得
るために検討を行った。検討の中心は、開示
免除特権で保護された弁護士と依頼者間の
通信がどのような場合に開示や閲覧を認め
られるのかである。裁判例の検討は、デラウ
ェア州のみならず、デラウェア州と異なる審



査基準を適用する州についても行った。 
最終年度である平成 29 年度は、平成 26 年
度、平成 27年度、平成 28 年度に行った研究
をふまえ、株主代表訴訟に関連して株主が行
使することができる情報収集権の内容およ
び範囲について、研究をまとめた。 
本研究は、米国の裁判例（主にデラウェア
州）の裁判例を詳細に検討し、特に取締役会
議事録や会社の内部資料に関する株主の情
報収集について具体例が少ないわが国の制
度への示唆を表した点に意義がある。さらに、
これまで先行研究が少なかった「株主の情報
収集の必要性と会社の秘密保持の要請との
バランス」という観点に立った研究という点
でも重要性があると思われる。 
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